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【参考】潜堤付き防波堤の波浪制御機能 

第 5 章では藻場造成型漁港施設のいくつかの構造形式を挙げ、漁港施設として行う設計

に必要な情報については「漁港・漁場の施設の設計参考図書」の該当箇所を示した。本書で

取り上げた藻場造成型漁港施設のなかで、「潜堤付き防波堤」は今般新たに水理模型実験を

行い、藻場造成のための設計に必要な施設周辺で生じる流速の算定手法を構築するととも

に、漁港施設として設計を行うために必要な機能である波浪制御機能（越波流量、反射波高、

伝達波高）を検証した。ここでは、潜堤付き防波堤の波浪制御機能について、施設設計に資

する形式で技術情報を示す。 

（1）設計上の留意事項

防波堤に作用する波力の増大および衝撃砕波力を避けるための潜堤設置位置については

「第 5 章 5.2（1）ⅰ）設計上の留意点」を参照する。また、本項に示す技術情報は水理模

型実験結果に基づいて整理しており、下記に示す実験受験の範囲から外れる場合は適用に

留意する。 

【実験条件の範囲】 

① 海底勾配𝑠𝑠：1/30 よりも緩い場合（1/30 は含む）

② 0.17 ≤ 𝑙𝑙′/𝐿𝐿 ≤ 0.55
③ 0.24 ≤ 𝑅𝑅/𝐻𝐻𝑖𝑖 ≤ 1.55

④ 1.14 ≤ ℎ/𝐻𝐻𝑖𝑖 ≤ 11.60

ここに、 

𝑠𝑠 ：海底勾配 

𝑙𝑙′ ：防波堤前面と潜堤天端沖側端までの距離 

𝐿𝐿 ：防波堤前面位置での進行波の波長 

𝑅𝑅 ：防波堤天端高 

𝐻𝐻𝑖𝑖 ：防波堤前面位置での進行波の波高 

ℎ ：防波堤前面水深 

参図-1 潜堤付き防波堤の実験範囲を説明するための記号 
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（2）越波流量

潜堤付き防波堤の越波流量は参図-2 の算定図、または（式 1、2）の実験式で算定できる。 

参図-2 潜堤付き防波堤の越波流量算定図 

［ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.0］ 

𝑄𝑄∗ = 0.1017𝑤𝑤−5.213(𝑅𝑅 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ) ---------------- （式 1） 

［ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.5］ 

𝑄𝑄∗ = 0.0861𝑤𝑤−4.335(𝑅𝑅 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ) ---------------- （式 2） 

ここに、 

𝑄𝑄∗ ：無次元越波流量（= 𝑞𝑞 �2𝑔𝑔𝐻𝐻0′
 3

⁄ ）

𝑞𝑞 ：単位幅流量 

𝑔𝑔 ：重力加速度 

𝐻𝐻0′ ：換算沖波波高（「漁港・漁場の施設の設計参考図書 2023年版 第 2 編

3.4 換算沖波の算定」参照）

ℎ𝑐𝑐 ：潜堤の天端上水深

ℎ ：防波堤前面位置水深

𝑙𝑙′ ：離岸距離（防波堤前面から潜堤天端沖側端までの距離）

𝐿𝐿 ：水深ℎ地点での波長 

𝑅𝑅 ：防波堤天端高

𝐻𝐻𝑖𝑖 ：防波堤前面位置における進行波としての有義波高

参図-3 越波流量算定に用いる記号 
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（3） 反射波高 

潜堤付き防波堤に入射する波高𝐻𝐻𝑖𝑖と反射する波高𝐻𝐻𝑟𝑟の比率（反射率𝐶𝐶𝑟𝑟 = 𝐻𝐻𝑟𝑟 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ）は、参図

-4 の実験結果から求めることができる。 

 

 

参図-4 潜堤付き防波堤の反射率 

 

ここに、 

     𝐶𝐶𝑟𝑟 ：反射率（= 𝐻𝐻𝑟𝑟 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ） 

     ℎ𝑐𝑐 ：潜堤の天端上水深 

     ℎ ：防波堤前面位置水深 

     𝑙𝑙′ ：離岸距離（防波堤前面から潜堤天端沖側端までの距離） 
     𝐿𝐿 ：水深ℎ地点での波長 

     𝐻𝐻𝑖𝑖 ：防波堤前面位置における進行波としての有義波高 

     𝐻𝐻𝑟𝑟 ：潜堤付き防波堤から沖側に進む反射波高 

 

 

参図-5  反射波高の算定に用いる記号 
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（4） 伝達波高 

潜堤付き防波堤に入射する波高𝐻𝐻𝑖𝑖と防波堤を越える波高𝐻𝐻𝑡𝑡の比率（反射率𝐾𝐾𝑡𝑡 = 𝐻𝐻𝑡𝑡 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ）は、

参図-6 に示す実験結果をもとに算定できる。 

 

 
参図-6 潜堤付き防波堤の伝達率 

 

ここに、 

     𝐾𝐾𝑡𝑡 ：伝達率（= 𝐻𝐻𝑡𝑡 𝐻𝐻𝑖𝑖⁄ ） 

     ℎ𝑐𝑐 ：潜堤の天端上水深 

     ℎ ：防波堤前面位置水深 

     𝑅𝑅 ：防波堤天端高 

     𝐻𝐻𝑖𝑖 ：防波堤前面位置における進行波としての有義波高 

     𝐻𝐻𝑟𝑟 ：潜堤付き防波堤から沖側に進む反射波高 

 

 

参図-7 伝達波高の算定に用いる記号 
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（5） 波力算定における補正係数 

 防波堤の前面に潜堤を設置する場合の防波堤に作用する波力は「漁港・漁場の施設の設計

参考図書 2023 年版 第 2編 4.2.1 直立壁に作用する波力」に示される方法（合田式）で算

定する。ただし、同手法の中で用いられる補正係数𝜆ଵ,ଶ,ଷは構造諸元・波諸元に応じて式（3、

4）のように設定する。なお、波力の算定にあたっては潜堤周辺で生じる水位上昇は考慮し

ないものとする。補正係数の設定にあたっては実海域においては潮位変動があることに留

意すること。また、下記の条件に当てはまらない場合は必要に応じて水理模型実験により作

用波力を検証することが望ましい。 

 

【ℎ௖ ℎ⁄ ൌ 0.0】 

𝜆ଵ ൌ ቐ
0.95                                   ሺ0.0 ൑ ℎ 𝐻଴′⁄ ൑ 1.4ሻ
െ0.3ሺℎ 𝐻଴′⁄ ሻ ൅ 1.37     ሺ1.4 ൏ ℎ 𝐻଴′⁄ ൑ 2.4ሻ
0.65                                              ሺ2.4 ൏ ℎ 𝐻଴′⁄ ሻ

𝜆ଶ ൌ 0.0                                                                               
𝜆ଷ ൌ 𝜆ଵ                                                                                 

 

-------------- （式 3） 

【ℎ௖ ℎ⁄ ൌ 0.5】 

𝜆ଵ ൌ ቐ
  1.23                                    ሺ0.0 ൑ ℎ 𝐻଴′⁄ ൑ 2.6ሻ
െ0.15ሺℎ 𝐻଴′⁄ ሻ ൅ 1.62      ሺ2.6 ൏ ℎ 𝐻଴′⁄ ൑ 3.8ሻ
1.05                                                  ሺ3.8 ൏ ℎ 𝐻଴′⁄ ሻ

𝜆ଶ ൌ 0.0                                                                                   
𝜆ଷ ൌ 𝜆ଵ                                                                                    

 

-------------- （式 4） 

ここに、 

     𝜆ଵ,ଶ,ଷ ：波圧の補正係数 

     ℎ௖ ：潜堤の天端上水深 

     ℎ ：防波堤前面位置水深 

     𝐻଴′ ：換算沖波波高（「漁港・漁場の施設の設計参考図書 2023 年版 第 2 編 

3.4 換算沖波の算定」参照） 

 

 
参図-8 補正係数の算定に用いる記号 
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（6） 潜堤周辺の流速の算定 

i） 潜堤付き防波堤の潜堤周辺の波高変化 

流速の算定に必要な潜堤周辺の波高変化の算定式を（式 5～7）に示す。なお、波高変

化は参図-9の区分で定式化される。 

 

ここに、 
𝑠𝑠 ：海底勾配 

ℎ𝑆𝑆 ：潜堤法先水深 

𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖 ：潜堤法先位置での進行波の有義波高 

𝐻𝐻𝑆𝑆1 ：領域Ⅰと領域Ⅱの境界上の波高 

𝐻𝐻𝑆𝑆2 ：領域Ⅱと領域Ⅲの境界上の波高 

𝐻𝐻𝑆𝑆3 ：遊水部中央位置の波高 

ℎ𝐶𝐶  ：潜堤天端上水深 

𝐵𝐵 ：潜堤天端幅 

𝑢𝑢1 ：潜堤天端沖側端位置での流速 

𝑢𝑢2 ：潜堤天端岸側端位置での流速 

𝑢𝑢3 ：遊水部中央位置での流速 

𝜂𝜂1��� ：潜堤天端沖側端位置での水位上昇量 

𝜂𝜂2��� ：潜堤天端岸端位置での水位上昇量 

𝜂𝜂3��� ：遊水部中央位置での水位上昇量 

𝜂𝜂4��� ：防波堤前面位置での水位上昇量 

ℎ𝑆𝑆1 ：潜堤天端沖側端位置水深（= ℎ𝐶𝐶 + 𝜂𝜂1���） 

ℎ𝑆𝑆3 ：遊水部中央位置水深 

𝑙𝑙" ：防波堤前面から潜堤沖側法先までの距離 

𝑥𝑥 ：防波堤前面からの距離 

𝑧𝑧 ：水位上昇分を含んだ静水面位置からの距離 

 

 
参図-9 潜堤周辺の波高変化の変数区分 



127 

 

潜堤天端沖側端での波高 𝐻𝐻𝑆𝑆1 = 𝐾𝐾𝑓𝑓 ⋅ 𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖     -------------- （式 5） 

潜堤天端岸側端での波高 𝐻𝐻𝑆𝑆2 = 𝐾𝐾𝑏𝑏 ⋅ 𝐻𝐻𝑆𝑆1 = 𝐾𝐾𝑏𝑏 ⋅ 𝐾𝐾𝑓𝑓 ∙ 𝐻𝐻𝑠𝑠𝑖𝑖  ----------- （式 6） 

遊水部中央位置での波高 𝐻𝐻𝑆𝑆3 = 𝐾𝐾𝑒𝑒 ∙ 𝐻𝐻𝑠𝑠2 = 𝐾𝐾𝑒𝑒 ∙ 𝐾𝐾𝑏𝑏 ⋅ 𝐾𝐾𝑓𝑓 ∙ 𝐻𝐻𝑠𝑠𝑖𝑖 ----------- （式 7） 

 

𝐾𝐾𝑓𝑓,𝐾𝐾𝑏𝑏 ,𝐾𝐾𝑒𝑒は各区分における波高伝達率を表し、その算定式は（式 8～10）に示す。 

 

 領域Ⅰにおける波高伝達率𝐾𝐾𝑓𝑓 

 
            1.30                                                        𝐾𝐾𝑓𝑓 > 1.30

𝐾𝐾𝑓𝑓 = 0.179 × ℎ𝑆𝑆
𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖

+ 0.537            1.30 ≥ 𝐾𝐾𝑓𝑓 ≥ 0.05

            0.05                                                         0.05 > 𝐾𝐾𝑓𝑓

           --------------（式 8） 

 
 

 領域Ⅱにおける波高伝達率𝐾𝐾𝑏𝑏 

 

𝐾𝐾𝑏𝑏 = �𝑀𝑀𝑠𝑠𝑠𝑠 �−2.96 × 10−3 ×
ℎ𝐶𝐶
ℎ𝑆𝑆

+ 2.49 × 10−3, 0.0� ⋅
𝐵𝐵
ℎ𝑆𝑆

+ 0.194
ℎ𝐶𝐶
ℎ𝑆𝑆
− 8.59 × 10−2� ⋅

ℎ𝑆𝑆
𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖

+ 0.937 +
−4.21 × 10−2

(4.34 ⋅ 𝐵𝐵 ℎ𝑆𝑆� − 5.17)
 

 
-------------- （式 9） 

 

 領域Ⅲにおける波高伝達率𝐾𝐾𝑒𝑒 

 

𝐾𝐾𝑒𝑒 = 𝑀𝑀𝑤𝑤𝑥𝑥 �−0.561 ⋅ ℎ𝑆𝑆
𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖

+ 1.84,1.15�       -------------- （式 10） 
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ii） 潜堤付き防波堤の潜堤周辺の水位上昇量 

 潜堤周辺の水位上昇量は背後の防波堤がない場合の潜堤通過後の水位上昇量𝜂𝜂4���をもとに

実験式により算定する。 𝜂𝜂4���は「漁港・漁場の施設の設計参考図書 2023年版 第 16編 8.2.1 

波を利用した循環流発生構造物」に記載されている中村らによる運動量保存則に基づく手

法で算定できる。なお、同手法では∆ℎを仮定した繰り返し計算が必要であり、ℎ𝑐𝑐 = 0.0の場

合はゼロ割による計算不能を避けるため、ℎ𝑐𝑐 = 0.001等の微小な値を入力する。また、同手

法内で必要となる防波堤がない場合の潜堤通過後の波高𝐻𝐻𝑡𝑡は「漁港・漁場の施設の設計参考

図書 2023 年版 第 2 編 3.7.3 伝達波高②傾斜堤（人工リーフを含む）c）人工リーフ」から

求める。このようにして算定した𝜂𝜂4���から（式 11）を用いて潜堤付き防波堤の潜堤周辺の任

意地点の水位上昇量𝜂𝜂𝑛𝑛���を求める。 

 

𝜂𝜂𝑛𝑛���
𝜂𝜂4���

= �
cos �

𝜋𝜋𝑥𝑥
2𝑙𝑙"
�
0.638

           ℎ𝐶𝐶 ℎ⁄ = 0.0

�1 −
𝑥𝑥
𝑙𝑙"
� �𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠 �

2𝜋𝜋𝑥𝑥
𝑙𝑙"
� − 1.54

𝑥𝑥
𝑙𝑙"
�    ℎ𝐶𝐶 ℎ⁄ = 0.5

 

 

𝜂𝜂4��� = {∆ℎ 𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖⁄ + 𝛼𝛼} × 𝐻𝐻𝑆𝑆𝑖𝑖 

𝛼𝛼 = −6.0 × 10−3 ∙
ℎ𝐶𝐶
ℎ

+ 6.0 × 10−2 

-------------- （式 11） 
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iii） 潜堤付き防波堤の潜堤周辺の流速の算定 

 潜堤天端上、ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.5の場合 

潜堤天端上で、かつℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.5の場合は極浅海波の場合の微小振幅波理論による水平

水粒子速度の理論式から潜堤天端沖側端または岸側端の底面流速𝑢𝑢1,2が算定できる。 

𝑢𝑢1,2 = 𝐻𝐻𝑆𝑆1,2�
𝑔𝑔

�ℎ𝐶𝐶 + 𝜂𝜂1,2������ 

-------------- （式 12） 
ここに、𝐻𝐻𝑠𝑠1,2：潜堤天端沖側端または岸側端位置での波高 

    𝜂𝜂1,2����� ：潜堤天端沖側端または岸側端位置での水位上昇量 

 

 潜堤天端上、ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.0の場合 

潜堤天端上で、かつℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.0の場合は本間の越流公式から潜堤天端沖側端と岸側端

の底面流速𝑢𝑢1,2が算定できる。 

𝑢𝑢1,2 = 2 × 0.35�2𝑔𝑔 �
𝐻𝐻𝑆𝑆1,2

2
+ ℎ𝑐𝑐 + 𝜂𝜂1,2������ 

-------------- （式 13） 
ここに、𝐻𝐻𝑠𝑠1,2：潜堤天端沖側端または岸側端位置での波高 

    𝜂𝜂1,2����� ：潜堤天端沖側端または岸側端位置での水位上昇量 

 

 遊水部の場合 

遊水部の場合は浅海波の場合の微小振幅波理論による水平水粒子速度の理論式から

遊水部中央の流速𝑢𝑢3が算定できる。 

𝑢𝑢′3 =
𝜋𝜋𝐻𝐻𝑆𝑆3
𝑇𝑇0

𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠ℎ(2𝜋𝜋(ℎ𝑆𝑆3 + 𝜂𝜂3��� + 𝑧𝑧) 𝐿𝐿𝑡𝑡3⁄ )
𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠ℎ(2𝜋𝜋(ℎ𝑆𝑆3 + 𝜂𝜂3���) 𝐿𝐿𝑡𝑡3⁄ )  

𝑢𝑢3 = 5.0 × 10−3 × 𝑢𝑢′3
2 + 0.535 × 𝑢𝑢′3                             [ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.5] 

𝑢𝑢3 = 8.2 × 10−3 × 𝑢𝑢′3
2 + 7.73 × 10−2 × 𝑢𝑢′3 + 3.42  [ℎ𝑐𝑐 ℎ⁄ = 0.0] 

-------------- （式 14） 
 

ここに、𝐻𝐻𝑠𝑠3 ：遊水部中央位置の波高 

    𝜂𝜂3��� ：遊水部中央位置での水位上昇量 

    𝐿𝐿𝑡𝑡3 ：遊水部中央位置での波長 

    𝑧𝑧 ：水位上昇分を含んだ静水面位置からの距離［流速を算定する地点の高さ 

（水表面=0、底面=−(ℎ𝑠𝑠3 + 𝜂𝜂3���)）］ 

    𝑇𝑇0 ：波周期 
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ⅰ）～ⅲ）に示した潜堤周辺の流速の算定フローを参図-10 に示す。 

 

 

 

参図-10 潜堤周辺流速の算定フロー 

START

藻場造成にかかる環境面と消波機能にかかる防災面から と を設定する

：潜堤天端上水深
：潜堤天端幅

水深 地点における入射波高 を設計波から波高変化図※により算定する

：潜堤法先水深
：潜堤法先水深位置での

進行波の有義波高

式5～7より領域Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの波高（
～ ）を算定する

潜堤天端上 or 遊水部

or

潜堤天端上

微小振幅波理論（長波）をベースとした
実験式（式12）から潜堤天端沖側端、岸
側端位置の流速 を算定する

越流公式をベースとした実験式（式
13）から潜堤天端沖側端、岸側端位置
の流速 を算定する

微小振幅波理論（浅海波）をベースとし
た実験式（式14）から遊水部中央位置の
流速 を算定する

遊水部

END

式11より必要な地点の水位上昇量 を
算定する

※「漁港・漁場の施設の設計参考図書2023年版 第2編3.5.2潜水変形(2)微小振幅波の水
深のみによる波高及び波測並びに波長の算定」
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